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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

 ２．上記売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 
第90期 

当第２四半期連結 
累計期間 

第90期 
当第２四半期連結 

会計期間 
第89期 

会計期間 
自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日 

自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日 

自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日 

売上高（百万円） 202,437 98,203 368,267 

経常利益（百万円） 62,212 29,070 96,942 

四半期（当期）純利益（百万円） 34,449 15,588 50,668 

純資産額（百万円） － 376,988 347,785 

総資産額（百万円） － 639,603 588,030 

１株当たり純資産額（円） － 749.52 691.27 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
69.25 31.34 105.29 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） － 58.3 58.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
56,776 － 102,429 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△89,421 － △91,930 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
16,081 － 5,524 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ 84,212 101,046 

従業員数（人） － 6,223 6,276 



２【事業の内容】 

当社グループ（当社及び子会社並びに関連会社）の事業は「ガラス事業」と「その他」に区分できますが、全セグ

メントに占めるガラス事業の割合が90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。

このため、ガラス事業について「情報・通信関連部門」と「その他部門」の２つの「部門」に区分して記載していま

す。 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員です。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員です。 

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 6,223   

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 1,955   



第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間における生産実績を部門ごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１．生産金額は、平均販売価額により算出したものです。 

２．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値です。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

基本的に見込み生産を行っています。なお、当第２四半期連結会計期間において特記すべき事項はありません。

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における販売実績を部門ごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値です。 

２．当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次のとおりです。 

松下電器産業㈱は、平成20年10月１日をもってパナソニック㈱に社名変更しています。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグ
メント 

部門 
金額（百万円） 

（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

ガラス事業 

情報・通信関連部門 80,657 

その他部門 17,748 

合計 98,405 

事業の種類別
セグメント 

部門 項目 
金額（百万円） 

（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

ガラス事業 

情報・通信関連部門 

ディスプレイ用ガラス 76,357 

電子部品用ガラス 3,845 

計 80,203 

その他部門 

ガラスファイバ 8,440 

建築・耐熱・照明薬事用その他 9,112 

計 17,552 

ガラス事業計 97,756 

その他 － 447 

合計 98,203 

相手先 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 

ＬＧディスプレイ㈱ 27,589 28.1 

友達光電股份有限公司 12,410 12.6 

松下電器産業㈱ 12,025 12.2 



２【経営上の重要な契約等】 

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものです。 

(1)経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におきましては、米国でのサブプライムローン問題に端を発した金融問題の深刻化

が、世界的な信用不安や株価下落を引き起こし、実体経済の悪化への懸念が強まるなど、世界経済は混迷の度合い

を深めました。 

日本経済にあっても、物価上昇や株安、景気への不安感などから消費マインドが冷え込んだほか、期後半にかけ

て円高が進行する中で、これまで景気を主導してきた輸出や設備投資が減速し、景況感が悪化しました。 

このような経済状況のもと、当社グループのコア事業であるディスプレイ用ガラス分野においては、主力の薄型

パネルディスプレイ（ＦＰＤ）用ガラスのうち、液晶用基板ガラスが主要得意先による生産調整の影響を受けまし

た。 

これにより、液晶用基板ガラスの販売が期後半に減速した結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は９８２億

３百万円となりました。 

損益面では、需要の軟化や製品価格の下落のほか、原燃料価格の高騰、税制改正に伴う減価償却期間（耐用年

数）の短縮による減価償却費の増加などの利益圧迫要因に対し、既存設備の生産性改善や諸費用の節減に努めまし

た。結果として、営業利益は３０６億１７百万円、経常利益は２９０億７０百万円、四半期純利益は１５５億８８

百万円となりました。 

当社グループの主事業であるガラス事業及び当該事業の部門別の業績は次のとおりです。 

ガラス事業の売上高は９７７億５６百万円、営業利益は３０５億９７百万円となりました。 

（情報・通信関連部門） 

ディスプレイ用ガラスについては、上述のとおり液晶用基板ガラスが市場の環境急変の影響を受けました。電

子部品用ガラスについては、光関連製品の販売が堅調でしたが、イメージセンサ用ガラスは需要軟化の影響を受

けました。 

これらの結果、情報・通信関連部門の売上高は８０２億３百万円、営業利益は２９１億２２百万円となりまし

た。 

（その他部門） 

ガラスファイバは、自動車部品向け高機能樹脂強化用途を中心に販売が堅調でしたが、建築・耐熱・照明薬事

用その他は、国内外の住宅・建築市場の低迷などの影響を受け、販売が伸び悩みました。 

これらの結果、その他部門の売上高は１７５億５２百万円、営業利益は１４億７５百万円となりました。 

（注）１．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値です。 

   ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 



所在地別セグメントの業績は次のとおりです。 

〔日本〕 

主として、液晶用基板ガラスの主要得意先による生産調整の影響を受け販売が伸び悩み、売上高は８８３億 

６１百万円となりました。損益面では、需要の軟化や製品価格の下落、原燃料価格の高騰などの利益圧迫要因を

生産性改善や諸費用の節減などにより吸収した結果、営業利益は３２４億７百万円となりました。 

〔アジア〕 

液晶用基板ガラスの主要得意先による生産調整の影響を受け、加工子会社の販売が伸び悩み、売上高は６１６

億２１百万円となりました。損益面では、これらの影響に加え、原燃料など資材コストの上昇等により、営業利

益は３億３４百万円となりました。 

〔その他の地域〕 

米国販売子会社を中心に、売上高８億１６百万円、営業利益６４百万円を計上しました。 

（注）１．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去前の数値です。 

   ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2)財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比較して５１５億７２百万円増加し、

６，３９６億３百万円となりました。 

流動資産は１４１億５４百万円減少しました。法人税等や設備代金の支払いなどにより現金及び預金が減少しま

した。 

固定資産は６５７億２６百万円増加しました。ＦＰＤ用ガラスを中心とする生産設備拡充などに伴い有形固定資

産が増加しました。 

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末と比較して２２３億６９百万円増加し、 

２，６２６億１４百万円となりました。 

流動負債は８億５０百万円減少しました。設備関係の未払債務が増加しましたが、短期借入金と未払法人税等の

減少などにより微減となりました。 

固定負債は２３２億１９百万円増加しました。設備資金などに充てるため借入れを行ったことにより長期借入金

が増加しました。 

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末と比較して２９２億２百万円増加し、

３，７６９億８８百万円となりました。主に利益剰余金が増加しました。 

これらの結果、当第２四半期連結会計期間末における自己資本比率は前連結会計年度末の５８．５％から０．２

ポイント下降し、５８．３％となりました。 

(3)キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間においては、営業活動によるキャッシュ・フローは４８９億５５百万円の収入、投資

活動によるキャッシュ・フローは３６４億７７百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローは1５億１３百

万円の支出となりました。これらに現金及び現金同等物（以下「資金」という）に係わる換算差額５億９７百万円

を合わせ、当第２四半期連結会計期間末における資金残高は８４２億１２百万円となりました。 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

たな卸資産の増加があったものの、税金等調整前四半期純利益や減価償却費などにより、営業活動によって得

られたキャッシュ・フローは４８９億５５百万円となりました。 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

主にＦＰＤ用ガラスなどの生産設備拡充を中心とする固定資産の取得による支出の結果、投資活動に使用した

キャッシュ・フローは３６４億７７百万円となりました。 

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

 長期借入金の返済などによる支出の結果、財務活動に使用したキャッシュ・フローは１５億１３百万円となり

ました。 



(4)対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

なお、当社の株式会社の支配に関する基本方針は以下のとおりです。 

①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の

確保・向上に資する者が望ましいと考えております。もっとも、上場会社として当社株式の自由な売買が行わ

れている以上、会社を支配する者の在り方は、最終的に当社株主の皆さまの判断に委ねられるべきものと考え

ております。 

しかしながら、当社株式の大規模な買付行為等（以下、大規模買付行為という）の中には、株主に株式の売

却を事実上強制する恐れのあるものや株主が買付の条件等について検討するための十分な時間や情報を提供し

ないもの等、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するものもあります。このような大規模買付行為を行う

者（以下、大規模買付者という）は、例外的に、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当で

ないと考えています。 

②当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み 

当社の売上の大部分は、特定の限られた顧客との取引に依存しており、これら顧客との緊密な取引関係を重

視した経営と事業活動を行わなければ、継続して企業価値を高めることはできません。 

また、半世紀を越えて蓄積した特殊ガラス・ハイテクガラスに関する専門知識・技術・ノウハウ、取引先と

の強固な関係、信頼に基づく良好な労使関係も、当社の重要な経営資源です。当社では、これらの経営資源の

蓄積を最大限活用しつつ、 

○ 顧客の新たなニーズを早期にキャッチし、研究開発・製造・営業各部門が連携する当社独自の開発体制

をもとに保有する要素技術を応用・援用し、短期間に顧客の求める新製品を開発・供給すること 

○ 事業環境の変化に的確に対応しつつ、ＦＰＤ関連など成長分野に重点的に経営資源を投入すること 

○ 常に技術レベルの向上に努め、より効率的な生産・供給体制を築き、収益性を高めること 

○ 特殊ガラス・ハイテクガラス素材をベースに複合技術を強化・拡充し、機能商品分野へと事業を展開す

ること 

 により、より長期的な視点から企業価値の増大に努めることとしております。 

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取り組み 

当社では次のような大規模買付ルールを定めています。 

大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者から当社取締役会に対して必要かつ十分な情報が提供され、当

社取締役会による当該大規模買付行為に対する一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為が開始されるべ

きである、というものです。 

大規模買付ルールが遵守されなかった場合や、遵守されている場合でも当社に回復しがたい損害を与えるな

ど当該大規模買付行為が株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合は、対抗措置として新株予約権の無

償割当を行うことがあります。 

大規模買付ルールの概要は、次のとおりです。 

ａ．大規模買付ルール遵守表明書の提出（大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、取締

役会宛に大規模買付ルールに従う旨の表明書を提出していただきます。） 

ｂ．大規模買付情報の提供（大規模買付ルール遵守表明書を受領後、大規模買付情報のリストを大規模買

付者に交付し、当該リストに記載の情報を提供していただきます。当該情報は、取締役会が適切と判

断する時点で、その全部又は一部を公表します。） 

ｃ．取締役会による評価検討（取締役会は、大規模買付行為の評価検討の難易度に応じて、大規模買付情

報の提供が完了した後、60日間又は90日間を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案

立案のための期間として与えられるものとします。取締役会は、適宜必要に応じて外部専門家等の助

言を得ながら、取締役会としての意見を取りまとめ、公表します。また、取締役会が必要と判断した

場合、株主の皆さまへ代替案を提示することもあります。大規模買付行為は、この取締役会評価期間

の経過後にのみ開始されるべきものとします。） 



④上記②③の取り組みが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益を損なうものでなく、当社

の会社役員の地位の維持を目的とするものでないこと 

②③の取り組みは、合理的な範囲で利用されるように、以下の仕組みを備えています。 

ａ．経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上の

ための買収防衛策に関する指針」の三原則を充足していること 

ｂ．大規模買付行為が適切なものであるか否かを株主の皆さまが判断するために必要な情報や時間を確保

したり、株主の皆さまの為に交渉を行うことなどを可能とすることで、株主共同の利益の確保・向上

の目的をもって導入されていること 

ｃ．本大規模買付ルールに係る対応方針の導入を株主総会においてご承認をいただいたこと、また、本対

応方針の有効期間を３年間と設定していることなど、株主の皆さまの意向が反映される仕組みにして

おり、株主意思を重視するものであること 

ｄ．取締役会の恣意的な対抗措置の発動を排除するため、本対応方針の運営に際しての実質的な判断を客

観的に行う機関として特別委員会を設置することで、独立性の高い社外者の判断を重視していること

ｅ．本対応方針においては、大規模買付行為に対する対抗措置は合理的かつ詳細な客観的要件が充足され

なければ発動されないように設計されており、取締役会による恣意的な発動を防止する為の仕組みを

確保していること 

ｆ．特別委員会は、当社の費用で、弁護士、公認会計士など独立した第三者の助言を受けることができ、

特別委員会による判断の公正さ、客観性がより強く担保される仕組みとなっていること 

ｇ．本対応方針は、株主総会で廃止することができるものとされており、いわゆるデッドハンド型の買収

防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではない

こと 

 なお、本対応方針の詳細は、当社ホームページ（平成18年５月９日付開示資料「当社株式の大規模買付行為に

関する対応方針（買収防衛策）について」（http://www.neg.co.jp/））をご覧ください。 

(5)研究開発活動 

 当社グループはハイテクガラスの創造を基本理念とし、社会や産業界のニーズに応える新たなガラス材料及び製

品の開発、ガラスの溶解、成形、加工にわたる生産技術の開発・改良を対象に積極的な研究開発活動を行っていま

す。このうち基礎的研究開発については主として当社のスタッフ機能部門（技術部、研究部、開発部等）が、応用

的研究開発については主として当社のライン部門（各事業部・室）が担当しています。 

 当第２四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費は７億１９百万円となりました。これは、基礎的

研究開発として２億３０百万円を使用したほか、情報・通信関連部門においてＦＰＤ用ガラスや光関連ガラス・電

子デバイス用ガラスの製品開発、生産技術及び成膜技術の開発・改良を中心に４億８７百万円を、その他部門にお

いて２百万円を使用したものです。 

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況について、重要な変更はありま

せん。 

 また、上記金額には消費税等は含まれておりません。 



第３【設備の状況】 
１ 主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２ 設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

 なお、前四半期連結会計期間末において計画中であった当社における情報・通信関連製造設備の新設計画の一部

については、当四半期連結会計期間より順次稼動を開始しています。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,200,000,000 

計 1,200,000,000 

種類 
第２四半期会計期間末現在発行数（株） 

（平成20年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成20年11月13日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 497,616,234 497,616,234 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 497,616,234 497,616,234 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成20年７月１日～
平成20年９月30日 

― 497,616,234 ― 32,155 ― 33,885 



（５）【大株主の状況】 

（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・日本電気株式会社退職給付信託口）

の持株数55,780千株は、日本電気株式会社が保有する当社株式を退職給付信託に拠出したものであり、その

議決権は日本電気株式会社が実質的に保有しています。なお、日本電気株式会社は、上記退職給付信託分及

び同社子会社２社の保有分とあわせて当社株式を合計121,072千株（うち間接保有分56,243千株）、発行済株

式総数に対する所有株式数の割合にして24.33％（うち間接保有分11.30％）保有しています。 

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本電気株式会社 東京都港区芝五丁目７番１号 64,828 13.03 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（住友信託銀行再

信託分・日本電気株式会社退職

給付信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 55,780 11.21 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 29,045 5.84 

ニプロ株式会社 大阪府大阪市北区本庄西三丁目９番３号 17,824 3.58 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 15,554 3.13 

ゴールドマン・サックス・イン

ターナショナル 

（常任代理人 ゴールドマン・

サックス証券株式会社） 

１３３ ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ Ｌ

ＯＮＤＯＮ ＥＣ４Ａ ２ＢＢ，Ｕ．Ｋ 

（東京都港区六本木六丁目10番１号） 

15,027 3.02 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口４Ｇ） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 12,648 2.54 

ザ チェース マンハッタン 

バンク エヌエイ ロンドン エ

ス エル オムニバス アカウ

ント 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行） 

ＷＯＯＬＧＡＴＥ ＨＯＵＳＥ．ＣＯＬ

ＥＭＡＮ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤＯＮ 

ＥＣ２Ｐ ２ＨＤ．ＥＮＧＬＡＮＤ 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

10,119 2.03 

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行） 

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ ３５１ ＢＯＳＴＯＮ 

ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ ０２１０

１ Ｕ．Ｓ．Ａ． 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

9,098 1.83 

株式会社滋賀銀行 滋賀県大津市浜町１番38号 8,089 1.63 

ジェーピー モルガン チェー

ス バンク ３８００５５ 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行） 

２７０ ＰＡＲＫ ＡＶＥＮＵＥ，ＮＥ

Ｗ ＹＯＲＫ，ＮＹ １００１７，ＵＮ

ＩＴＥＤ ＳＴＡＴＥＳ ＯＦ ＡＭＥ

ＲＩＣＡ 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

7,517 1.51 

計 － 245,532 49.34 



２．フィデリティ投信株式会社及び共同保有者１社から平成20年８月21日付の変更報告書（大量保有報告書の変更

報告書）の写しが当社に送付され、平成20年８月15日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けました

が、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状

況には含めておりません。 

  なお、当該変更報告書の内容は以下のとおりです。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

フィデリティ投信株式会社 東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 12,176 2.45 

エフエムアール エルエルシー 

８２ Ｄｅｖｏｎｓｈｉｒｅ Ｓｔｒｅ

ｅｔ，Ｂｏｓｔｏｎ，Ｍａｓｓａｃｈｕ

ｓｅｔｔｓ ０２１０９，ＵＳＡ  

12,682 2.55 

 計  － 24,859 5.00 



（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が8,000株含まれています。な

お、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個を含めておりません。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員及び役職の異動はありませ

ん。 

  平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式

(自己保有株式) 

239,000 

(相互保有株式) 

60,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 495,710,000 495,702 － 

単元未満株式 普通株式 1,607,234 － － 

発行済株式総数 497,616,234 － － 

総株主の議決権 － 495,702 － 

  平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

(自己保有株式) 

日本電気硝子株式会社 

滋賀県大津市晴嵐二丁

目７番１号 
239,000 － 239,000 0.05 

(相互保有株式) 

サンゴバン・ティーエム

株式会社 

東京都千代田区麹町三

丁目７ 
60,000 － 60,000 0.01 

計 － 299,000 － 299,000 0.06 

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,678 2,050 2,165 1,828 1,625 1,450 

最低（円） 1,513 1,763 1,830 1,516 1,441 897 



第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、第１四半期連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）から、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項

第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日

至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日）に係る四

半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。 



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 85,212 101,046

受取手形及び売掛金 81,343 84,825

商品及び製品 26,104 23,075

仕掛品 2,793 2,086

原材料及び貯蔵品 13,499 14,568

その他 16,330 13,835

貸倒引当金 △580 △579

流動資産合計 224,704 238,858

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具（純額） ※1,2  279,473 ※1,2  240,544

その他（純額） ※1,2  106,518 ※1,2  77,983

有形固定資産合計 385,992 318,527

無形固定資産 907 863

投資その他の資産   

その他 28,446 30,250

貸倒引当金 △447 △468

投資その他の資産合計 27,998 29,781

固定資産合計 414,898 349,172

資産合計 639,603 588,030

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 47,406 46,070

短期借入金 64,714 67,654

未払法人税等 25,522 29,629

引当金 242 351

その他 50,869 45,900

流動負債合計 188,756 189,606

固定負債   

社債 20,000 20,000

長期借入金 31,668 9,112

特別修繕引当金 20,360 17,611

引当金 1,824 1,766

その他 5 2,148

固定負債合計 73,858 50,639

負債合計 262,614 240,245



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 32,155 32,155

資本剰余金 34,517 34,516

利益剰余金 305,166 272,803

自己株式 △422 △44

株主資本合計 371,418 339,431

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,860 3,683

為替換算調整勘定 △1,486 838

評価・換算差額等合計 1,374 4,522

少数株主持分 4,195 3,832

純資産合計 376,988 347,785

負債純資産合計 639,603 588,030



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 202,437

売上原価 125,540

売上総利益 76,897

販売費及び一般管理費 ※1  12,041

営業利益 64,855

営業外収益  

その他 993

営業外収益合計 993

営業外費用  

支払利息 854

為替差損 737

固定資産除却損 ※2  1,230

その他 813

営業外費用合計 3,635

経常利益 62,212

特別利益  

前期損益修正益 45

特別利益合計 45

特別損失  

固定資産除却損 ※3  1,939

投資有価証券評価損 682

その他 2

特別損失合計 2,625

税金等調整前四半期純利益 59,633

法人税等 ※4  24,830

少数株主利益 353

四半期純利益 34,449



【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 98,203

売上原価 61,580

売上総利益 36,623

販売費及び一般管理費 ※1  6,006

営業利益 30,617

営業外収益  

その他 478

営業外収益合計 478

営業外費用  

支払利息 443

固定資産除却損 ※2  886

その他 694

営業外費用合計 2,024

経常利益 29,070

特別利益  

前期損益修正益 17

特別利益合計 17

特別損失  

固定資産除却損 ※3  1,125

投資有価証券評価損 682

その他 2

特別損失合計 1,810

税金等調整前四半期純利益 27,277

法人税等 ※4  11,533

少数株主利益 156

四半期純利益 15,588



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 59,633

減価償却費 20,766

売上債権の増減額（△は増加） 3,289

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,938

仕入債務の増減額（△は減少） 2,930

法人税等の支払額 △29,534

その他 2,630

営業活動によるキャッシュ・フロー 56,776

投資活動によるキャッシュ・フロー  

投資有価証券の取得による支出 △1,002

固定資産の取得による支出 △88,443

その他 25

投資活動によるキャッシュ・フロー △89,421

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,289

長期借入れによる収入 23,215

長期借入金の返済による支出 △1,336

配当金の支払額 △2,485

その他 △1,022

財務活動によるキャッシュ・フロー 16,081

現金及び現金同等物に係る換算差額 △270

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,834

現金及び現金同等物の期首残高 101,046

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  84,212



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変

更 

（１）連結の範囲の変更 

  平成20年４月、日本硝子建材㈱がエ

ヌイージー建材㈱を吸収合併し、電気

硝子建材㈱となりました。 

 これにより連結子会社数が１社減少

しています。 

（２）変更後の連結子会社の数 

  22社 

２．会計処理基準に関する事項の

変更 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

の変更 

 たな卸資産 

  当社及び国内連結子会社は、第１四

半期連結会計期間より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号 平成18年７月５日）を適用

し、評価基準については、主として低

価法から原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）に変更していま

す。 

 この変更により、従来と同様の方法

によった場合と比較して、当第２四半

期連結累計期間における営業利益は

1,397百万円、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益は1,040百万円それ

ぞれ減少しています。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しています。 

  （２）「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱

い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「連

結財務諸表作成における在外子会社の

会計処理に関する当面の取扱い」（実

務対応報告第18号 平成18年５月17

日）を適用し、連結決算上必要な調整

を行っています。 

 この変更により、従来と同様の方法

によった場合と比較して、当第２四半

期連結累計期間における営業利益は12

百万円増加し、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益は1,637百万円それ

ぞれ減少しています。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しています。 



【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 追加情報 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．固定資産の減価償却費の算定

方法 

   定率法を採用している有形固定資産

について、年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定しています。 

２．繰延税金資産及び繰延税金負

債の算定方法 

   繰延税金資産の回収可能性の判断に

関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等に著しい変化がなく、かつ、

一時差異等の発生状況に大幅な変動が

ないため、前連結会計年度において使

用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングを利用する方法によってい

ます。 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

税金費用の計算   当第２四半期会計期間を含む年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じて計算しています。 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

有形固定資産の耐用年数の変更    当社及び国内連結子会社は、平成20

年度の法人税法改正を契機に有形固定

資産の耐用年数を見直し、第１四半期

連結会計期間より、機械装置の耐用年

数を主として13年から９年に変更して

います。 

 この変更により、従来と同様の方法

によった場合と比較して、当第２四半

期連結累計期間における営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益

がそれぞれ1,075百万円減少していま

す。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しています。 



注記事項 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、302,338百万円

です。 

※２ 圧縮記帳 

 過年度に取得価額から直接控除した国庫補助金等に

よる圧縮記帳額は、有形固定資産の「その他」（土

地）842百万円並びに機械装置及び運搬具34百万円で

す。 

 ３ 偶発債務 

保証債務 

 当社従業員          1,264百万円 

 （従業員の住宅建設資金等借入金に対する保証）

その他の偶発債務 

 当社は、ニッポン・エレクトリック・グラス・

UK Limitedの法的清算にあたり、清算人等に対し

次の事項について補償を行うことの保証状を差し

入れています。 

（１）清算人等が清算に関連して負う責任、費

用等 

（２）清算人の報酬 

 なお、補償の総額は、保証状差し入れ後当社が

同社から受け取る金額及びこれに対する利息を超

えません。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、299,144百万円

です。 

※２ 圧縮記帳 

同左 

  

  

 ３ 偶発債務 

 保証債務 

  

 当社従業員         1,347百万円 

 （従業員の住宅建設資金等借入金に対する保証）

その他の偶発債務 

同左 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりです。 

   荷造運賃              4,253百万円 

※２ 固定資産除却損は、主に機械装置の通常の更新に

よるものです。 

※３ 固定資産除却損は、主にガラス溶解炉の新設に伴

う既存資産の撤去処分費用です。 

※４ 法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してい

ます。 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりです。 

   荷造運賃              2,048百万円 

※２ 固定資産除却損は、主に機械装置の通常の更新に

よるものです。 

※３ 固定資産除却損は、主にガラス溶解炉の新設に伴

う既存資産の撤去処分費用です。 

※４ 法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してい

ます。 



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

  （1）配当金支払額 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

５．株主資本の金額の著しい変動 

該当事項はありません。 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定  85,212  

預入期間が３か月を超える定期預金  △1,000  

現金及び現金同等物 84,212  

普通株式  497,616千株 

普通株式  239千株 

（決議） 

  

株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 2,487 5.00  平成20年３月31日  平成20年６月30日 利益剰余金 

（決議） 

  

株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年10月24日 

取締役会 
普通株式 2,486 5.00  平成20年９月30日  平成20年11月28日 利益剰余金 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の事業は、「ガラス事業」と「その他」に区分できますが、全セグメ

ントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「ガラス事業」の割合がいずれも90％を超えている

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しています。 

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア ………………… マレーシア、中国、韓国、台湾 

(2)その他の地域 ………… 米国 

３．会計処理基準に関する事項の変更 

 （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（1）に記載のとおり、第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５

日）を適用しています。 

 この変更により、従来と同様の方法によった場合と比較して、「日本」のセグメントにおいて当第２四

半期連結累計期間における営業利益が1,397百万円減少しています。 

 （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（2）に記載のとおり、第１

四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実

務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しています。 

 この変更により、従来と同様の方法によった場合と比較して、「アジア」のセグメントにおいて当第２

四半期連結累計期間における営業利益が12百万円増加しています。 

４．追加情報 

 追加情報に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より有形固定資産の耐用年数を変更しています。 

 この変更により、従来と同様の方法によった場合と比較して、「日本」のセグメントにおいて当第２四半

期連結累計期間における営業利益が1,075百万円減少しています。 

 
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

 売上高 88,361 61,621 816 150,799 (52,595) 98,203 

 営業利益 32,407 334 64 32,806 (2,189) 30,617 

 
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

 売上高 173,748 129,720 1,643 305,112 (102,674) 202,437 

 営業利益 62,797 3,450 104 66,351 (1,496) 64,855 



【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア ………………… マレーシア、中国、韓国、台湾 

(2)その他の地域 ………… 米国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 60,425 5,549 65,975 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     98,203 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
61.5 5.7 67.2 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 129,041 10,464 139,505 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     202,437 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
63.7 5.2 68.9 



（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

 （注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

 ２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

２【その他】 

 平成20年10月24日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………2,486百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成20年11月28日 

 （注）当社定款第38条の規定に基づき平成20年９月30日の最終の株主名簿（実質株主名簿を含む）に記載又は記録され

た株主（実質株主を含む）又は登録株式質権者に対し中間配当金を支払います。 

 
当第２四半期連結会計期間末 

（平成20年９月30日） 
前連結会計年度末 

（平成20年３月31日） 

 １株当たり純資産額 749円52銭  691円27銭 

 
当第２四半期連結会計期間末 

（平成20年９月30日） 
前連結会計年度末 

（平成20年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） 376,988 347,785 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
4,195 3,832 

（うち少数株主持分（百万円）） (4,195) (3,832) 

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結

会計年度末）の純資産額(百万円) 
372,792 343,953 

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半

期連結会計期間末（連結会計年度末）の普通

株式の数（千株） 

497,376 497,569 

 
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

 １株当たり四半期純利益金額 69円25銭 31円34銭 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

四半期純利益（百万円） 34,449 15,588 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 34,449 15,588 

期中平均株式数（千株） 497,443 497,378 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年11月13日

日本電気硝子株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 宮林 利朗  印 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 松本 学   印 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 東浦 隆晴  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電気硝子株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本電気硝子株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

 追記情報 

 １. 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社及び国内連結子会

社は第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。 

 ２. 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、第１四半期連結会計期

間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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